
2021年度第 3四半期決算 

国内機関投資家、アナリスト向け電話会議（1月 28日開催） 

スクリプト 

 

司会：皆さま、こんにちは。本日はお忙しい中、新生銀行の 2021年度、第 3四半期決算の説明会にご参加いただ

きまして、ありがとうございます。これより、グループ IR・広報部 GMの石井から、第 3四半期決算についてご説明した

後、質疑応答を行います。 

発表資料は、新生銀行ホームページ、企業・IRの四半期決算情報に掲載しておりますので、ご覧いただきますようお願

い申し上げます。 

それでは、説明を開始いたします。 

石井：新生銀行の石井でございます。本日は、新生銀行 2021年度、第 3四半期決算説明会にご参加いただきま

してありがとうございます。 

決算の説明に入ります前に一言、我々新生銀行は、SBI地銀ホールディングスによる TOB を受けまして、SBIホール

ディングスが 12月 17日をもって、その間接保有分も含め、議決権の 47.77%を保有する新生銀行の親会社となっ

ております。この第 3四半期期間中にあったトピックでございますので、ご連絡でございます。 

それでは、決算ビジネスハイライトをご参照いただければと思います。 
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まず、4 ページ目をご覧ください。財務のハイライトについてご説明いたします。 

2021年度第 3四半期の親会社株主に帰属する純利益は、前年同期比 43.4%増益の 374億円となりました。

通期業績予想 400億円に対する進捗率は、約 94%となっています。 

EPSは、176円 85銭となり、前年度比 52.3%の増益となっております。 

BPSは、4,516円 64銭となり、2020年 12月末比で 8.6%増加しています。 

セグメント利益、つまり、与信関連費用加算後実質業務純益に占めるノンバンク業務の割合は、約 75%となっており

ます。 

最後に、CET1比率は 12.0%と引き続き十分な水準を維持しております。 
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続いて、5ページ目をご覧ください。左側の棒グラフをご覧いただければと思います。 

ノンバンク業務の収益は引き続き安定的に増加しております。国内ノンバンク業務と海外ノンバンク業務のセグメント利

益を合計した値は、前年同期の 286億円から 298億円に増加しております。 

その結果、右のグラフでお示ししているとおり、セグメント利益に占めるノンバンク業務の割合は、国内が 63.4%、海外

が 11.3%となっております。 

銀行業務はコロナ影響から急激に回復し、セグメント利益は、前年同期の 37億円から 101億円へと大幅に改善い

たしました。 
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次に、6ページ目をご覧ください。自己株取得の再開を決議というスライドでございます。 

TOB が開始されたことに伴いまして、自己株取得が 9月 27日より一時中断しておりましたが、12月 28日に自己株

取得を再開することを決議いたしました。再開の決議に伴い、取得期間を同時に 2022年の 5月 12日までに延長し

ております。 
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次に、7ページ目をご覧ください。 

こちらのページは、2021年度第 3四半期までの新生銀行グループの取組について、サステナビリティ経営と DXの視点

で整備し直したものをご紹介しております。 

こちらにご案内したものも、いろいろ公表しておりますものの一部ではございますけれども、さらにこの中から主だったものにつ

いて、概要を後ろの参考資料 37ページから 40ページに掲載しております。この電話会議では、その内容についてご案

内はいたしませんが、こちらにつきましては、お時間がございましたら、後ほどご覧いただければと思っております。 
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それでは、決算の概要につきまして、9 ページ目をご覧ください。 

まず、業務粗利益につきましては、前年同期と比較して 4.3%増加し、1,692億円となりました。 

内訳といたしましては、資金利益が前年同期比 2%増加の 935億円となっております。これは無担保ローンの残高減

少による資金利益の減少を UDC Financeの資金利益、Latitudeからの配当受領といったものが相殺し、若干上回

った結果でございます。 

非資金利益につきましては、前年同期比 7.4%増加し、757億円となっております。こちらにつきましては、前期に計上

しましたプリンシパルトランザクションズにおける投資損失が今期剥落したことに加えて、プリンシパルトランザクションズでイ

グジットに伴う収益などを計上したことが要因として挙げられます。 

続いて、経費については、前年同期比から 6.1%増加しております。主な要因といたしましては、UDC Finance を連

結子会社としたこと、また、新型コロナウイルスから回復している中で、営業活動が回復している状況での経費の増加と

いったことが要因でございます。なお、年度計画 1,560億円の経費に対する進捗率は 74%となっており、ほぼ期初の

計画通りの進捗となっております。 

与信関連費用につきましては、前年同期と比較して 36.2%減少しました。この与信関連費用減少の主な要因としま

しては、法人営業、ストラクチャードファイナンス業務といった法人関連ビジネスにおける引当金の戻入の影響が大きかっ

たものでございます。 
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したがいまして、与信関連費用加算後実質業務純益につきましては、前年同期の 323億円から 23.5%増加し、

399億円となりました。 

今期第 3四半期については、税金費用について簡便法を適用したことでプラスの特殊要因が生じております。通期では

解消することになり、第 4四半期、通期では税金費用 70億円を見込む予定としております。 

以上の結果、親会社に帰属する第 3四半期純利益は 374億円、前年同期比 43.3%の増益となりました。 

今、ご説明しましたとおり、税金費用に係る特殊要因があったこと、通期では 20億円の費用が 70億円になる、つまり

50億円の費用増加が第 4四半期に見込まれるということ、また、無担保ローンのビジネスに残高回復の兆しが出てき

ていて、与信関連費用がこの第 4四半期に向けて増えていくことなども想定されておりますので、通期業績予想 400

億円につきましては、据え置きとさせていただいております。 

 

以上 


